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大阪ガスの本荘でございます。

本日は、お忙しいところ、当社の2019年3月期 第2四半期決算説明会にお集まりいただき
ありがとうございます。

また、平素は、当社事業につきご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

それでは、ただ今より、2019年3月期 第2四半期決算について、説明させていただきます。
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最初に、2019年3月期第2四半期について、振返りたいと思います。



当第2四半期決算について、前年との比較を4ページにまとめています。

国内エネルギー・ガス事業における、原油価格上昇に伴うスライド差損の発生、高気水温
影響によるガス販売量の減少等により、前年と比べ、136億円減益の228億円となりました。
また、2018年6月に発生した、大阪北部を震源とする地震への対応費用として、19億円を

特別損失に計上しています。

通期見通しに対する進捗につきましては、原油価格上昇に伴うスライド差損の影響等が
大きく、想定を下回る進捗となりました。
一方で、原油価格上昇の影響を除きますと、国内エネルギー・ガス事業で高気水温影響

等による減益がありましたが、海外エネルギー事業における、ゴーゴンプロジェクトの販売
増等による増益もあり、想定をやや上回った進捗となりました。

これらの内容を踏まえ、通期見通しの修正を行いますので、次ページをご覧下さい。
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2019年3月期 通期の連結経常利益見通しを、前回見通しから、140億円減益の560億円
とします。

第2四半期までの原油価格上昇と、第3四半期以降の1バレルあたりの原油価格想定を、
65ドルから80ドルに見直したことに伴うスライド影響等を反映し、見通しを変更したものにな
ります。
その他、海外エネルギー事業における増益も反映しています。
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修正見通しと前年との比較について、6ページにまとめています。

前年との比較では、海外エネルギー事業において、前年度の北米IPP持分売却の反動、
ゴーゴンプロジェクトの販売増等により大きく増益となりますが、国内エネルギー・ガス事業
におけるスライド影響等により、210億円の減益となる見通しです。

第2四半期決算、修正見通しが、原油価格上昇の影響を受け厳しい数字になりますが、
その中で、将来の成長に向け、着実に取組みを前に進めることができたと考えています。
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7ページに2019年3月期 第2四半期の主なトピックスをまとめています。

次ページ以降で、各事業における取組みについて説明していきます。



2019年3月期第2四半期の成長投資は 、海外エネルギー事業を中心に591億円 実行
し、年間計画に対する進捗は39％となりました。

なお、第2四半期時点で、国内の電源開発、北米のIPP事業、シェールガス権益に対する
投資等、約1,400億円の意思決定をしています。今後、更に投資の実行が進捗すると考え
ています。
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9ページに、電源開発の取組みについて記載しています。

現在、天然ガス火力発電所、再生可能エネルギー電源をあわせ、約35万ｋWの電源を
建設中です。特に、再生可能エネルギー電源について、2030年度に100万kWを取得す
るという目標に向け、2018年7月に袖ヶ浦バイオマス発電所の建設を意思決定する等取
組みを加速し、2018年9月末時点で、約12万ｋＷが建設中となります。

9



10ページでは、国内広域事業の取組みを記載しています。

2018年4月にCDエナジーダイレクトの設立、リライアンスエナジー沖縄への出資を行い
ました。更に、2018年9月には、宮崎県延岡市において、LNG基地を含む天然ガスイン
フラ、運営等を行うひむかエルエヌジーの設立合意、液化炭酸ガスおよびドライアイスを
製造する、長岡炭酸の設立を行いました。

また、10月24日付で、JFEエンジニアリング、水道機工との3社で構成するコンソーシア
ムが、大津市ガス特定運営事業等における優先交渉権者に選定されました。 これによ
り、2019年4月から、ガス事業、水道事業を開始する予定です。

今後も、地域の枠、企業の枠を超えた活動を積極的に実行していきます。
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次に、首都圏における取組みについて説明します。

首都圏では、2018年4月のCDエナジーダイレクト設立後、エネルギー事業を着実に展開
しています。

弊社とお客さまとの間に知名度の高い事業者に入っていただくアライアンスを推進する、
BtoBtoCによる活動が重要だと考えています。
2018年5月に東急パワーサプライ、2018年8月にエネアークとの間で、都市ガス販売事業

における業務提携を行いました。2018年9月には、国内最大手の住宅ローン専門金融機関
アルヒの子会社であるアルヒマーケティングと、電気、都市ガス販売事業における業務提携
を行いました。

これらの活動により、2018年10月時点で約3万6千件のお客さまを獲得することができまし
た。首都圏でのエネルギー事業について、順調なスタートを切ることができました。

引き続きこのような活動を継続し、2019年3月末時点で10万件、2031年3月末時点で300
万件相当の需要獲得を目指し、積極的に活動していきます。



12

関西圏においては、お客さまとの新たなつながりの構築を目指し、様々な取組みを行っ
ています。

台風21号で大規模な停電が発生した際に、自立発電機能付きのエネファームが、当社で
把握しているだけで約850件稼働し、電気と熱を供給し続けました。今後、防災の観点から
、自立運転機能のニーズが出てくると考えています。この自立運転機能や、運転状況を遠
隔監視するといったIoTを活用したサービス等のエネファーム以外への展開等に努めてい
きます。

更に、アマゾンプライムと電気のセット料金であるスタイルプランPを設定し、アマゾン様の
ホームページへの掲載、配送ボックスへのチラシ封入等により、これまでガス事業において
接点の薄かったお客さまへの働きかけを行っています。

その他、伏見酒造様との酒米評価の新手法開発といった工場IoTへの対応も進めました
。今後も新たな価値を提供することで、お客さまとの新たなつながりの構築を目指します。



13

13ページに、災害関連について記載しています。

2019年3月期第2四半期は、大阪府北部を震源とする地震、西日本豪雨、台風21号など
、連続して大きな災害に見舞われました。エネルギーインフラ事業者として、被災地域の復
旧、復興はもとより、お客さまや社会の暮らしと産業を支える責任の重さを改めて痛感して
います。

大阪府北部を震源とする地震では、当社にとって阪神淡路大震災以来の広域災害となり
、約11万戸のガス供給を停止しました。その中で、これまでの震災対応に向けた取組みや
、全国ガス事業者の復旧応援の協力も得て、地震発生後7日目で復旧することができまし
た。
更に、復旧見える化システムにより、復旧状況を視覚的にわかりやすく伝えると ともに

、SNSを活用した機動的な情報発信にも努めました。
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14ページに、海外事業における取組みをまとめています。

2019年3月期は、北米において、IPP事業への参画を意思決定するとともに、利益貢献に
加え、開発実務、事業運営能力の獲得が期待できる、生産中のシェールガス生産開発事
業への参画を意思決定しました。
これらの案件を通じて、北米における上流から中下流事業のノウハウを蓄積し、事業拡大

を目指します。

北米以外におきましても、インドネシアでの会社設立および販売事業開始等、 アジ
アにおける事業展開も加速しています。

その他、ゴーゴンプロジェクトの順調な操業、イクシスプロジェクトの生産開始、フリーポー
トプロジェクトの運転開始に向けた取組み等、既存案件についても着実に進めています。



15

また、ESG活動にも積極的な取り組みを行っています。

2018年9月には、その活動を評価いただき、ダウジョーンズサスティナビリティワールドイン
デックスに2年連続、アジアインデックスに10年連続選定されました。

以降のページは、決算数値等の詳細を記載した内容になりますので、説明を割愛いたしま
す。

以上で、2019年3月期 第2四半期決算についての説明を終わらせていただきます。
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